
番号
都道府県
名

申請主体名
（地方公共
団体名）

特区の名称 特区の区域の範囲 特区計画の概要
規制の特例
措置の番号

特定事業の内容 特区分野 備考

1 北海道 札幌市
札幌市高度ICT人
材育成特区

札幌市の全域

　本市は、昭和61年にＩＴ系研究開発型団地を整備す
るなど、全国に先駆けて情報関連技術の研究・開
発、普及・促進などに努めてきた結果、市内ＩＴ関連
の従業員は約13,900人に達し「サッポロバレー」と呼
ばれるほどの集積が進んでいる。情報通信関連産
業は今後も市場の拡大が期待され雇用の創出も強く
期待できることから、更なる発展のために高度IT人
材育成を産業振興施策の柱として実施していく。そ
のため、本特例措置を活用し、受験者数並びに合格
者数を増加させ、全国的に受験者数の少ない高度
技術系受験者の予備軍を創出する。

1131
1132

・講座修了者に対する初級シス
テムアドミニストレータ試験の一
部免除
・講座修了者に対する基本情報
技術者試験の一部免除

ＩＴ関連

2 北海道 稚内市
てっぺん教育力
育成特区

稚内市の全域

　稚内市では、「学校教育推進計画」において、国際
感覚を備え世界に活躍する人材の育成を目標に掲
げているが、全般的に全国標準を下回っている学力
の向上と、生徒指導面を含めた「個に応じた指導」の
充実が課題となっている。そこで、市費により教職員
を採用することで、小学校１年生と２年生では３０人
以下の少人数学級を実施し、３年生から６年生まで
は特定科目（国語・算数）での少人数指導を実施す
る。子供一人一人に応じたきめ細かい教育を行うこ
とで基礎・基本を身につけさせ、学ぶ意欲のある児
童を育む。

810
・市町村負担教職員任用の容認

教育関連

3 北海道 江別市

江別市認知症高
齢者グループ
ホーム短期入所
事業利用特区

江別市の全域

　江別市では、要介護認定者約3,000人のうち、
71.6％が何らかの認知症状を持っており、今後とも認
知症高齢者が増加していくものと考えられる。また、
介護保険のショートステイ利用施設は増加が見込め
ない状況であるため、利用者の増加に対応できてい
ない現状にある。このため、認知症高齢者グループ
ホームの短期入所の利用により、緊急時のニーズな
どにも対応でき、認知症高齢者を支える家族の負担
を軽減し、認知症高齢者が住み慣れた地域で安心し
て生活できる地域社会の形成を図る。

932 ・認知症高齢者グループホーム
におけるショートステイの受入れ

生活福祉
関連

4 北海道 千歳市
千歳市幼稚園早
期入園特区

千歳市の全域

　千歳市では、少子化や核家族化、都市化の進行に
伴い、家庭及び地域において幼児が他の幼児と接す
る機会が減少してきており、社会性の低下などによ
る幼児の心身の健全な成長への影響が懸念されて
いる。そこで、満３歳に達する年度の当初からの入園
を可能とすることにより、同世代の幼児との集団生活
を早期に体験し、社会性の涵養を促すとともに、年間
を通した計画的な教育課程の編成を行い、幼児教育
の充実を図る。

806 ・三歳未満児の幼稚園入園の容
認

幼保連携・
一体化推
進関連

5 北海道 新篠津村
新篠津村福祉輸

送特区
北海道石狩郡新篠津

村の全域

　本村は「田園福祉の村」をまちづくりの基本とし、
ノーマライゼーションの里づくりを進めている。しか
し、村内及び近隣市町村への唯一の交通手段となる
路線バスは、運行本数が少なく、乗降場所も限られ
ているため、移動制約者にとっては家族が運転する
自家用車での移動に頼らざるを得ない状況である。
そこでセダン型車両による福祉有償運送を実施する
ことにより、気兼ねなく容易に外出できる環境を整
え、移動制約者のみならず、負担の減った介護者も
含め、全ての村民が住み慣れた地域で安心して在
宅生活を続けることを可能とし、地域福祉の充実を
推進する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

6 北海道 森町
森町ボランティア
輸送特区

北海道茅部郡森町の
全域

　本町における高齢化率は25％を超え、全国平均を
大幅に上まわっている。一方、公共交通機関は利便
性が悪く、町内の移動は自家用車に頼らざるを得な
い状況である。東西に細長い町並みを形成している
ため、高齢者等の移動制約者が町中心部に集中す
る医療機関に通うには家族による移送に頼るしかな
い現状である。そこで、本計画では輸送車両をセダ
ン型車両へ拡大することにより、多くの移動制約者
の移送に対応することで、福祉ボランティア輸送サー
ビスの活性化を促し、町民の住み慣れた町での在宅
生活を支援する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

7 北海道 厚沢部町
厚沢部町セダン
型車両輸送特区

北海道檜山郡厚沢部
町の全域

　本町では、高齢者や障害者等の主な移動手段とし
て路線バスが運行されているが、便数が少なく、町
全域を網羅していない。また、ＮＰＯ等によるボラン
ティア輸送も福祉車両が高額等の理由から車両台数
の確保が難しく事業参入されていないため、移動す
るための利便性が確保されているとは言えない状況
にある。特例措置の導入により、ＮＰＯ等がボラン
ティア輸送事業へ参入することにより、多くの利用者
に対する送迎サービスの提供を可能とする。これに
より、高齢者等が住み慣れた地域での在宅生活を続
けることが可能とし、誰もが健やかに、安心して暮ら
せるまちの実現を目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連
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8 北海道 真狩村
真狩村ボランティ
ア輸送特区

北海道虻田郡真狩村
の全域

　村内の移動手段を鑑みると、村中心部への移動は
朝晩1回のスクールバスへの乗り合い、近隣町村へ
は1日7往復のバス路線のみとなっている。移動制約
者にとって、家族の自家用車が主要な移動手段であ
るが、近年、高齢化・核家族化の進展にともない移
動手段を持たない者が増え、福祉輸送に対する要望
が増大している。そこで、セダン車両による福祉有償
運送を行い、輸送サービスの円滑な実施を促し、第4
次真狩村総合計画で位置づけられた、子どもからお
年寄りまで安心して活動し、快適な生活を送れるよう
「福祉システムの充実」を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

9 北海道 積丹町
積丹町愛の架け
橋セダン特区

北海道積丹郡積丹町
の全域

　本町は昭和31年に1町2村が合併し誕生した町で、
集落間の総延長は約40kmと長く、小規模集落が点
在している。特に冬は豪雪地帯でもあるため、公共
交通機関の利用は極めて不便な状況である。このた
め、単独では移動困難な介護認定者等が外出する
際は、家族等による移送に頼らざるを得ない状況で
ある。町を愛し、町と共に生きてきた者にとって、地
元で生活することが念願であり、今回セダン型車両
による福祉有償運送を可能とすることで、通院や催し
等への移動手段として大きな架け橋となり、在宅生
活の助長を支援していく。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

10 北海道 仁木町
優しい心の仁木
町地域福祉輸送

特区

北海道余市郡仁木町
の全域

　本町では、高齢者の通院に係る輸送に限り、社会
福祉法人により無償の輸送事業が行われているが、
その他の移動制約者に対しての支援事業はなく、多
くの移動制約者は家族による輸送に頼っている現状
である。そこで、セダン型車両によるボランティア輸
送サービスを可能とし、移動制約者の多様な移動
ニーズへ対応することにより、適切なサービスが提
供される輸送体制を構築する。これにより、移動制約
者の生活の利便性を向上させ、家族の介護負担の
軽減も期待できる。また、高齢者や障害者のみなら
ず、介護者も地域の行事等に参加することが可能と
なり、地域福祉の向上と増進に資するものである。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

11 北海道 長沼町
長沼町やすらぎ
輸送特区

北海道夕張郡長沼町
の全域

　本町は、高齢化率が２５％を超え要介護（支援）認
定者や視覚障害者、知的障害者、精神障害者等で
必ずしも福祉車両を必要としないが、公共交通機関
を利用しての単独での移動が困難な方が高齢化の
進展とともに増加している。このような中で、ボラン
ティア運送の際に、台数が限られている福祉車両に
加え、セダン型等の一般車両にも使用車両を拡大す
ることで、利用者のニーズに応え、高齢者や障害者
が健常者と同じように、容易に移動ができるような体
制を整備し、在宅での生活を支援する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

12 北海道 東神楽町
東神楽町福祉輸
送セダン特区

北海道上川郡東神楽
町の全域

　本町は社会福祉体制の充実を目指し、介護保険制
度等による各種施設及び在宅サービスを積極的に
展開している。近年、高齢化の進展に伴いこれら施
設の利用者が増加しており、特に在宅サービスの普
及による通院サービスの需要が急増し、行き先も町
内診療所だけでなく隣接都市へ広がっている。今後
も通院を必要とする在宅介護者の増加が予想される
が、本特例を活用しセダン型車両を福祉輸送車両と
して使用することにより、多くの利用者に対するサー
ビス提供が可能となり、住民が住み慣れた地域で生
活できる地域づくりを推進する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

13 北海道 当麻町
当麻町いきいき
サポートセダン型

特区

北海道上川郡当麻町
の全域

　高齢化が進み、また核家族化の進行に伴い子ども
との同居世帯が減少し、独居高齢者・高齢者夫婦世
帯が増加している現状を踏まえ、町の福祉施策に基
づき移送サービスを実施してきているが、本特例措
置を活用することにより、今後も増加が予想される高
齢者や障害者に対して安定したサービスの提供を可
能とする。このことにより高齢者らが住み慣れた地域
や家庭でいきいきと在宅生活を続けることができ、当
町の高齢者保健福祉計画の目標である「すべての
町民がいきいきと健やかに安心して暮らせるまちづく
り」を達成する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

14 北海道 南富良野町
南富良野町福祉
有償輸送セダン
型特区

北海道空知郡南富良
野町の全域

　町の面積が広大であるために日常生活で長距離
移動が避けられないうえ、公共交通機関が限られて
いる本町では、高齢者等の移動制約者にとって移動
手段の確保が重要な問題である。現在、福祉車両に
よる有償輸送を行っているものの、その台数が限ら
れており、利用者のニーズに十分に応えられていな
い。本特例措置を活用し使用車両をセダン型車両に
拡大し輸送体制を充実させることで、そうした利用者
のニーズに応え「安心して長年住み慣れた郷土で住
み続けられる」生活基盤の確立を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連
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15 北海道 苫前町
苫前町しあわせ
有償輸送特区

北海道苫前郡苫前町
の全域

　本町では、移動手段として路線バスが運行されて
いるが、便数が少ないことと乗降場所が限られてい
ることから、日常生活の移動は自家用車で行われて
いる。特に移動制約者は家族が運転する自家用車
での移動に頼らざるを得ない。そこで、セダン車両で
の福祉有償運送サービスを可能にすることで、地域
福祉の充実を推進するとともに、移動制約者及び介
助する家族等の社会参加を促進する。このことで、
地域行事への参加や温泉施設利用の増加、水産
業、観光産業、風力発電産業などへの就労、まちづ
くりへの参加を促し、本町がめざす「町民が主役のま
ちづくり」を実現する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

16 北海道 幌延町
幌延町ボランティ
ア輸送特区

北海道天塩郡幌延町
の全域

　本町は面積が広く、集落が町内に広く点在している
が、バスは国道中心の運行であり、農山村部ではタ
クシー会社も近くにないため、自家用車による移動
が中心となっている。町民の町立病院への通院等の
ため、へき地患者輸送バスを週６回１日１往復運行し
ているが、車両は移動制約者に対応しておらず、利
用しやすい状況とはいえない。このため、移動制約
者が住みなれた地域で生活できるよう支援するた
め、福祉有償運送の利用車両をセダン型車両へ拡
大し、町障害者計画の基本目標である「みんなでバ
リアフリーの環境をつくり、助け合って暮らす」の実現
を目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

17 北海道
枝幸町、浜
頓別町

北オホーツクえさ
し・はまとんべつ
外国人研修生受
入れ特区

北海道枝幸郡枝幸町
及び浜頓別町の全域

　枝幸町・浜頓別町は、ホタテ・サケ・毛ガニ等を中心
とする漁業の町で、それに伴う水産加工業は両町の
経済を支える基幹産業であり、その加工技術におい
ても高い水準となっている。こうした水産加工品は、
近年発展している中国等のアジア諸国を中心に輸出
も増加傾向にある。両町ではこうした海外とのつなが
りの中での地場産業の発展が今後更に重要と考え、
外国人研修生受入れ特区を活用する。これにより、
さらに多くの研修生が高い技術を修得することによっ
て、発展途上国の人材育成や国際貢献を図ることは
もとより、併せて国際交流の促進と地域の活性化を
めざす。

506
・外国人研修生受入れ促進

産業活性
化関連

18 北海道 礼文町
フラワーアイラン
ド礼文輸送特区

北海道礼文郡礼文町
の全域

　礼文町は、高齢化率が３０％を超えるなど公共交
通機関を一人で利用することが困難な高齢者や障
害者が増加しており、移動制約者への支援が急務と
なっている。そうした中、福祉車両を使用した移送
サービスを実施しているものの、福祉車両の台数に
は限りがあることから、ニーズに十分に応えられてい
ない。そこで本特例を活用し移送体制の整備を行
い、移動制約者に対して通院時等の外出支援を安
定的に提供していくことで、高齢者や障害者が住み
慣れた地域で安心して生活できるようなまちづくりを
進める。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

19 北海道 小清水町
小清水町ふれあ
い輸送特区

北海道斜里郡小清水
町の全域

　本町は、昭和28年に町制施行となり、自然の「和」
を中心に恵まれた自然環境のもと「住民の和と創意
がつくり出す愛情にみちた平和郷の建設」を目指して
いる。町内には、小清水赤十字病院、天然温泉の施
設などがあり、多くの高齢者や障害者等に利用され
ており、今後とも健康の維持、増進のためこれらの利
用を図る必要がある。このため、本特区計画により
福祉有償運送のセダン型車両を活用し、これらの施
設の利用を促しながら高齢者や障害者の定期的な
通院通所を可能とすることで、住み慣れた町での在
宅生活を支援する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

20 北海道 浦河町
浦河町あんしん
支え合いセダン

特区

北海道浦河郡浦河町
の全域

　浦河町は北海道の南部に位置し、豊かな自然を活
かした軽種馬生産で多くの名馬を輩出している町とし
て有名である。しかし近年は高齢者や要介護者が増
加してきており、こうした方々の交通手段の確保が求
められているが、町内の公共交通機関が限られてい
ることや公共交通機関の利用が困難な方が多いこと
から、十分な体制とはなっていない。そこで、本特例
を活用して福祉輸送サービスを充実させ、高齢者や
障害者の安全・安心な交通手段を確保し、住み慣れ
た地域で生き生きと生活できる地域社会づくりを推
進する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

21 北海道 えりも町
えりも町ハートフ
ルサービス輸送
特区

北海道幌泉郡えりも
町の全域

本町では、特有の強風や濃霧のため、移動制約者
が離れた乗降場所へ行くのは困難であり、バスが運
休することも多い。また、町内において路線バスが運
行されているが、車両は福祉対応ではなく、便数も少
ない。そのため移動制約者は家族の移送に頼らざる
を得ず、多くの介護者が携わっている昆布採取漁業
にも影響が出ており、安定した輸送の確保が課題と
なっている。そこでセダン車両による福祉有償運送を
実施し、移動制約者の定期的な通院等を可能とする
ことにより、住み慣れた町での在宅生活を支援する。
このことにより、家族介護者の負担も軽減され、基幹
産業である昆布採取漁業の生産力向上にも繋がる。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連
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22 北海道 音更町
音更町ボランティ
ア輸送特区

北海道河東郡音更町
の全域

　本町は、冬期間になると日中でも氷点下のままの
期間が１ヶ月以上続くため、路面が凍結し滑りやす
く、交通事故等が発生しやすい状況にあり、高齢者
や障害者などの移動制約者にとっては外出が困難
な状況にある。また、現在の高齢化率は20%近くあ
り、今後も高齢化が進んでいくと予想され、利便性の
良い交通手段の確保が必要となっている。そこで福
祉有償運送における使用車両をセダン型車両に拡
大することにより、より多くの高齢者や障害者等の社
会参加を促し、地域の活性化や地域福祉の充実と、
より良いまちづくりを目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

23 北海道 浦幌町
浦幌町福祉有償
運送特区

北海道十勝郡浦幌町
の全域

　本町では、鉄道や民間バス等の公共交通機関の
利便性が低く、高齢化の進展に伴い移動制約者が
増加している状況にあり、今後、さらに増え続けるこ
とが予想される。また、高齢者、障がい者は公共交
通機関の利用が難しくなるにつれ、家に閉じこもりが
ちになる傾向もある。そこで、福祉有償運送のセダン
型車両への拡大を行ない、輸送サービスを充実させ
ることにより、移動制約者が外出する機会を増やし、
住み慣れた地域で在宅生活を続けることを可能と
し、まちづくり計画の基本目標である「人に優しく思い
やりのあるまちづくり」の実現を目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

24 北海道 厚岸町

厚岸町あみか
（あっけし・みんな
の・かいご）福祉
輸送特区

北海道厚岸郡厚岸町
の全域

　本町は、高齢者や障がい者の在宅福祉施策や介
護予防事業等を積極的に推進しているが、近年、景
気低迷による人口の減少や就職等による若年層の
町外への流出に伴う高齢化の進展から、高齢者等
やその介護を行う家族に対する支援が喫緊の課題と
なっている。そこで本特例を活用し、在宅で生活する
公共交通機関を利用しにくい高齢者等の移動手段を
確保し、家族の介護負担の軽減や就労機会の確保
を図ることにより、町民が健康で生きがいを持ち、地
域で支える介護システムの構築や人にやさしいまち
づくりを推進する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

25 北海道 別海町
別海町ボランティ
ア輸送特区

北海道野付郡別海町
の全域

　本町は、広大な行政面積に家屋が点在しており、
高齢者等の移動制約者にとっては、医療機関への
移動が困難である等、住み慣れた地域で生活を全う
するのは大変難しい状況にある。移動制約者におい
ては、家族による輸送に頼っている現状であるが、
基幹産業である酪農に携わる家庭においては、その
輸送に対応できる時間が限られ、自由に外出するの
は困難な状況となっている。そこで、セダン型車両に
よる福祉有償運送を実施することにより、移動制約
者の多様な輸送ニーズに対応し、その活動範囲を拡
大する。これにより定期的な通院や福祉施設への通
所が可能となるなど、長年住み慣れた地域での豊か
な在宅生活を支援する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

26 青森県 東通村
東通村「わが村の
先生制度」特区

青森県下北郡東通村
の全域

　東通村では、児童数の減少の続く学校を統合する
などの教育環境の整備に取り組んでおり、この一貫
として、小規模校での生活に慣れた子どもたちの学
習面や生活面での支援を行うために村費負担の非
常勤講師を配置しているが、非常勤では学級担任が
できないなど力を十分発揮できていない。そこで、本
特例を導入し、村の教育に心血を注いでくれる常勤
教員を採用し、当該教員が学級担任として学習面だ
けではなく生活指導や校務分掌などにも携わること
を可能とする。このことにより、学習指導と生活指導
の充実を図り、変化の著しい国際社会の中でも夢と
希望を持ち、たくましく生きていける子どもを育む。

810
・市町村負担教職員任用の容認

教育関連

27 宮城県 宮城県

宮城県認知症高
齢者グループ
ホーム短期利用
事業特区

石巻市、塩竃市、古
川市、気仙沼市、白
石市、名取市、角田
市、多賀城市、岩沼
市、登米市、栗原市
及び東松島市並びに
宮城県刈田郡蔵王町
及び七ヶ宿町並びに
柴田郡大河原町、村
田町、柴田町及び川
崎町並びに伊具郡丸
森町、亘理郡亘理
町、宮城郡七ヶ浜町
及び利府町並びに黒
川郡大郷町、富谷町
及び大衡村並びに加
美郡色麻町及び加美
町並びに志田郡松山
町、三本木町及び鹿
島台町並びに玉造郡
岩出山町及び鳴子町
並びに遠田郡涌谷
町、田尻町、小牛田
町及び南郷町並びに
牡鹿郡女川町、本吉
郡本吉町、唐桑町及
び南三陸町の全域

　本県では、宮城県高齢者保健福祉計画等に基づ
き、認知症高齢者に対する総合的な支援を行ってき
ているが、近年の高齢化の進展に伴い、認知症高齢
者も年々増加し、家族の介護負担も大きくなってい
る。そこで、認知症高齢者及び介護家族の臨時、緊
急ニーズ等に対応し、介護家族が介護から一時離れ
ることで介護疲労を解消し、生き生きと生活できる環
境づくりを行うため、認知症高齢者グループホームに
おいて短期入所サービスを利用できるようにすること
により、住民がいつまでもなじみの場所で生活できる
環境づくりを推進する。

932 ・認知症高齢者グループホーム
におけるショートステイの受入れ

生活福祉
関連
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28 宮城県 仙台市
仙台市セダン型
福祉有償運送特

区
仙台市の全域

　仙台市において移動制約者の数は年々増加する
傾向にある。また移動制約者の中には、福祉車両で
はなく、一般の車両による輸送を希望するニーズも
あるが、公共交通機関のみでは、こうした人々の移
動ニーズを満たしているとは言い難い状況である。こ
のため、特例措置を活用することで、一般の車両を
使用する福祉有償運送事業を実施する計画を有す
る３団体との協働により、移動制約者の輸送手段を
確保し、移動制約者の社会参加等の促進を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

29 山形県 天童市 高原再生特区 天童市の全域

　本市では、周辺農村部の人口減少に伴い、コミュニ
ティ維持が大きな問題となっている。また、周辺農村
部の人口減少は、耕作放棄地の増加や農業生産の
低下だけでなく、農業の多面的機能の低下をも招
き、社会的にも経済的にも大きな損失をもたらすこと
が懸念されている。こうしたことから、本特例を活用し
て農村地域の特性を活かした地域の魅力を加えるこ
とで地域内外との交流人口を拡大し、周辺農村部の
活性化を図る。これにより、農業の持続的発展ととも
に観光などの他の産業への副次的効果も狙いつつ、
地域経済・コミュニティの活性化を促進し、市民生活
の安定につなげていく。

707 ・農家民宿等における濁酒の製
造免許の要件緩和

都市農村
交流関連

30 福島県 いわき市
いわき市認知症
高齢者サポート

特区
いわき市の全域

　本市では、要支援・介護認定者の認定調査時にお
ける認知症割合が県内でも高く、きめ細かな認知症
高齢者対策が求められている。そこで本特例措置に
より高齢者がグループホームを短期利用できるよう
にすることにより、①「住み慣れた地域における生活
の継続」、②「短期入所系サービスの選択肢の増
加」、③「短期入所サービスの供給による利便性の
向上」、④「入居を決定する判断材料として入居の実
体験を提供と、入居に先立って利用することで環境
変化による状態悪化を緩和」を目的に掲げ、サービ
スの向上を推進する。

932 ・認知症高齢者グループホーム
におけるショートステイの受入れ

生活福祉
関連

31 福島県 南郷村
ふるさと南郷再生

特区
福島県南会津郡南郷

村の全域

　南郷村は、「農業と観光のむらづくり」を目指してお
り、トマト産地として新規就農者の増加や、スキー場
開発による旅館民宿の開設などもあったが、近年は
過疎と高齢化が進展しているほか、ウインタース
ポーツ人口の減少により、観光客は年々減少してい
る。このため、本特例を活用することにより、豊かな
食文化や安全な食、日常の営み、豊かな自然が観
光資源であることの認識を高め、農家のグリーン
ツーリズムに対する意識の高揚と受け入れ基盤の整
備を進めて都市住民との交流を拡大し、持続可能な
農村社会の発展を通じて、地域の活性化を図るもの
である。

707 ・農家民宿等における濁酒の製
造免許の要件緩和

都市農村
交流関連

32 福島県 只見町
緑と水と心のふる
さと特区

福島県南会津郡只見
町の全域

　本町は、只見川水系に代表される豊かな水や、世
界遺産級のブナ林を始めとする恵まれた自然環境を
有しているが、近年過疎・高齢化が進行する中で、
町の主要産業である農林業、観光業は従来型の産
業構造からの転換を図り、グリーンツーリズム等の
推進に取組んでいる。そこで、本特例を活用をし、郷
土料理とともに濁酒を提供をすることで、他地域との
差別化を図り本地域の魅力を高めるとともに、地域
の人々が地域の文化を見直すことで郷土に対して自
信と誇りを持って地域資源の積極的な活用を図り、
新たな産業おこしに取り組むことにより、都市農村交
流人口を拡大し、活力ある地域づくりを目指すもので
ある。

707 ・農家民宿等における濁酒の製
造免許の要件緩和

都市農村
交流関連

33 茨城県 龍ケ崎市
龍ケ崎市福祉有
償運送セダン型
車両特区

龍ケ崎市の全域

　民間路線バスが相次いで廃止される中、コミュニ
ティバス等により交通空白地を補ってきているが、ノ
ンステップバスが少なく、移動制約者にとって必ずし
も利用しやすい環境が整っている状況にはない。福
祉有償運送においてセダン型の車両を使用可能とす
ることで、ＮＰＯ等による福祉有償運送サービスの充
実を図るとともに、要介護高齢者や障害者などの移
動制約者の生活の利便性を向上させ、家族の移動
及びそれに伴う介護に要する負担の軽減を図る。こ
れにより、要介護高齢者や障害者などの社会参加と
介護者の就労機会の促進を図り、住み慣れた街で
生き生きと暮らし、ともに生きる街づくりを目指した福
祉を推進する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

34 茨城県 牛久市
牛久市福祉有償
運送セダン型車
両特区

牛久市の全域

　当市は茨城県の南部に位置し、首都圏から５０ｋｍ
の距離であり、都市基盤の整備が進められたことか
ら、人口は増加傾向である。人口増に伴い要支援者
等移動制約者の移動手段の確保が課題の一つと
なっているが、福祉車両を必要としない移動制約者
が、気軽に利用できる交通手段が少ない現状にあ
る。そこで、福祉有償運送において使用できる車両
をセダン型車両に拡大することによって、要介護者
や障害者等の移動制約者の行動範囲の拡大を図
り、社会参加の促進と地域で安心して生活のできる
地域福祉サービスの充実を目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連
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35 茨城県 大子町 大子町教育特区
茨城県久慈郡大子町

の全域

　大子町では、若年層の都市への流出や少子化に
より過疎化が進んでいる一方、小中学校の児童生徒
の不登校や高校生の中途退学など教育上の課題を
抱えている。これらの解決を図る施策として、株式会
社による通信制の単位制高等学校を設置し、不登校
等の生徒に対し学びやすい環境を整えるとともに、
大子町の特徴である「豊かな自然環境」を活用した
体験学習を実施するなど生徒が自己の課題を解決
できるよう支援を行う。これらの取組みにより、大子
町の抱える教育問題の解決を目指しつつ、地域振興
と活性化を図る。

816
820(801-2)

・学校設置会社による学校設置
・校地、校舎の自己所有を要しな
い小学校等設置

教育関連

36 茨城県 阿見町
阿見町福祉有償
運送セダン型車
両特区

茨城県稲敷郡阿見町
の全域

　本町では、福祉車両を必要としない移動制約者
が、気軽に利用できる交通手段が少ない現状にあ
る。そこで、福祉有償運送事業での使用する車両を
セダン型車両に拡大することによって、高齢者や障
害者等の移動制約者の行動範囲の拡大並びに社会
参加の促進等、地域で安心して生活できる地域福祉
サービスの充実を図り、「阿見町第5次総合計画」、
「阿見町老人保健福祉計画」及び「阿見町障害者基
本計画」が目標とする、住み慣れた地域で、誰もが
健康で安心して生き生きと暮らすことの出来る地域
社会の形成の推進を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

37 栃木県 高根沢町
高根沢町福祉有
償運送セダン型
車両特区

栃木県塩谷郡高根沢
町の全域

　本町では、西部丘陵地域に病院や商業施設が集
中しているが、公共交通機関は町全体を網羅してい
る状況ではなく、町の大部分を占める郊外に居住し
ている人たちが、通院や買い物をしようとする場合、
ほとんどが自家用車を利用しなければならない状況
にある。高齢者に関しても、年々ひとり暮らしや高齢
世帯が増えており、家族に頼ることができない人たち
も見られるところである。そのような状況に対し、特例
措置のボランティアによる有償運送と他の外出支援
事業を組合わせ活用することにより、移動制約者が
スムーズに移動できる環境を整備するとともに、引き
こもりの防止や介護予防を推進していく。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

38 埼玉県 埼玉県
埼玉県いきいき
活動セダン型車
両特区

埼玉県の全域

　埼玉県の要介護（支援）認定者は約１４万４千人、
身体・療育手帳所持者等は約２９万１千人にも上る。
このような状況の中、移動制約者の移動手段の確保
という観点から、ＮＰＯ等のボランティアによる有償運
送の取組みを支援するため、複数市町村による運営
協議会の設置準備を進めている。さらに、運送可能
な車両を福祉車両のみならず、セダン型の一般車両
に拡大して取り組むことを可能とすることにより、
サービス提供の機会を十分に確保し、移動制約者の
社会参加を促進していくとともに、ボランティア活動
の活性化による地域福祉の推進を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

39 千葉県 千葉市
千葉市健康福祉
有償運送セダン

特区
千葉市の全域

　本市では、様々な施策展開により、障害者や高齢
者の地域社会生活を支援している。移動制約者の多
くは、セダン型等一般車両での輸送対応が可能であ
るため、本特例により、一般車両による福祉有償運
送を可能とし、それぞれの実情や用途に応じて移動
手段を選択できる体制を整える。これにより、移動制
約者が医療や福祉サービスを十分に受ける事が可
能となり、症状の改善や介護予防の効果が期待でき
る。また、移動制約者のみならず、介護者の負担軽
減にも繋がり、地域活動などの社会参加、消費行動
の促進が図られ、さらにはNPO法人等の活動が促進
され、地域社会や経済へ新たな波及効果をもたらす
ものである。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

40 千葉県 成田市
ふれあいセダン
特区成田

成田市の全域

　本市は昭和41年の成田空港設置閣議決定以降、
流通と工業の発展に伴い、人口が年々増加してき
た。しかし開発時の転入者が高齢期に差し掛かり、
今後も高齢化が進むと考えられる。そのような中、市
では「住みなれた地域で安心して暮らせる福祉都市
成田」を実現するため，保健福祉施策を展開してき
た。その一端として、事業者が福祉有償運送事業に
参入しやすいよう一般車両を用いての事業を可能と
し、介護が必要な方や障がいを持つ方等、公共交通
機関の利用が困難で移動に制限がある方の移動機
会を増やし、誰にでも住みよいまちづくりの推進を図
るものである。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

41 千葉県 我孫子市
我孫子市福祉運
送セダン特区

我孫子市の全域

　本市の平成17年4月1日現在の人口は131,592人、
高齢化率は17.3%となっている。今後さらに高齢化が
進み、同20年頃には20％を超える超高齢社会に入
ると予測される。市では誰もが快適に外出できるよう
に交通バリアフリー化を実施してきたが、同時に移動
制約者にとっての交通移動手段の改善が必要であ
る。そこでボランティア輸送において、セダン型等の
一般車両を含めた幅広い利用を可能とし、移動手段
を拡大する。これにより、買物や地域交流等の社会
参加の機会が増加し、さらには家族の介護に依存し
ている状況の改善も図られ、バリアフリーのまちづく
りにより地域福祉の充実を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連
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42 千葉県 我孫子市

我孫子市認知症
高齢者グループ
ホーム短期利用
事業特区

我孫子市の全域

　我孫子市では、短期入所生活介護の需要に対し施
設供給基盤が不足しており、緊急時を含め利用希望
に対し十分な対応をとることが困難な状況である。そ
こで地域に密着し、家族的な介護を提供する認知症
高齢者グループホームをあらかじめ利用期間（退所
日）を定めて短期利用できるようにすることで、在宅
で生活する認知症高齢者の臨時、緊急ニーズに対
する新たな受け皿として活用する。また、体験的な利
用により入居後のリロケーションダメージの緩和や、
認知症高齢者に対する新しいケア方法の形成が期
待でき、住みなれた地域で安心してくらしていける環
境の構築を目指す。

932 ・認知症高齢者グループホーム
におけるショートステイの受入れ

生活福祉
関連

43 千葉県 酒々井町

酒々井町認知症
高齢者グループ
ホーム短期利用
事業特区

千葉県印旛郡酒々井
町の全域

　酒々井町では、在宅福祉施策を推進しているところ
だが、近年、高齢化の進展に伴い要介護等高齢者
数が介護保険制度施行時と比べ倍増しており、介護
者の休息等といった認知症高齢者の在宅生活を支
援するための短期入所サービスの充実が求められ
ている。そこで、本特例を活用し、認知症高齢者グ
ループホームにおいて短期入所サービスを利用でき
るようにすることにより、在宅で生活する認知症高齢
者の臨時、緊急ニーズ等に対応し、住民がいつまで
もなじみの場所で生活できる地域づくりを推進する。

932 ・認知症高齢者グループホーム
におけるショートステイの受入れ

生活福祉
関連

44 千葉県 栄町
栄町福祉有償運
送サービス特区

千葉県印旛郡栄町の
全域

　本町では、福祉サービスの一環として福祉タクシー
サービス事業を展開しているが、通院に限定した
サービスとなっており、移動制約者からは福祉有償
運送の要望が多く寄せられている。移動制約者の多
くは福祉車両を必要とせず、一般車両での移送で充
分対応できることから、セダン型車両による福祉有償
運送を実施し、移動手段の選択肢を広げ、より多くの
移動制約者の外出需要に対応する。これにより福祉
輸送サービスの活性化を図り、既存の社会福祉法
人、ＮＰＯ法人等の活力を引き出し、住み慣れた地域
で全ての人がいきいきと生活できる地域社会の創出
と、地域福祉の推進を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

45 東京都 品川区
品川区ボランティ
ア輸送特区

東京都品川区の全域

　区民の価値観や生活環境が大きく変化する中で、
福祉需要はますます増大・多様化しており、高齢者
や障害のある人を含めたすべての区民が家族や地
域とのつながりを保ちながら、ともに暮らせる地域社
会を実現することが強く求められている。地域福祉の
新たな担い手であるＮＰＯ等が行うボランティアによ
る有償運送を推進し、移動制約者の社会生活の利
便と生活圏の拡大を図るとともに、『品川区地域福祉
計画』の基本理念である「みんなが主役　参加と支え
あいのまち　品川」を実現する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

46 東京都 世田谷区

認知症高齢者グ
ループホーム短
期利用事業せた
がや支えあいス
テーション特区

東京都世田谷区の全
域

　世田谷区では、介護保険制度の基本である在宅重
視の考えに基づきショートステイの充実に努めてい
るところである。しかし、現状は必要な時に利用出来
ないといった声が多くあり、早急な対応が求められて
いる。このため、本特例措置の適用を受けることで、
認知症高齢者グループホームにおいて、あらかじめ
利用日数を決めて短期利用できるようにし、認知症
高齢者の臨時・緊急ニーズ等に対応した柔軟なサー
ビスを提供していく。住み慣れた地域での在宅生活
の継続が出来るように支援することで、「高齢者がい
つまでも安心して住み続けられる地域の実現」を目
指す。

932 ・認知症高齢者グループホーム
におけるショートステイの受入れ

生活福祉
関連

47 東京都 豊島区
豊島区外出支援
サービス特区

東京都豊島区の全域

　豊島区は、交通機関が比較的発達しているが、住
居系地域も多く、幅員４ｍ以下の狭あい道路による
交通不便地域が残されている。区では、タクシー券
の交付や自動車燃料費助成など、こうした地域の障
害者や、高齢者の外出支援を講じてきたが、多様化
する福祉ニーズに行政が全てを支援することには限
界があり、ＮＰＯ法人等の移送サービスを活用してい
く必要がある。このため、特例措置としてのボランティ
アによるセダン型有償運送事業を展開することによ
り、移動制約者が気軽に社会参加できる環境と、地
域での支え合いや見守りの仕組みを構築し、長く地
域で自立した生活を過ごすことができるまちづくりを
推進する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

48 東京都 八王子市
情報産業人材育

成特区
八王子市の全域

　ソフト系IT産業の分野においては多摩地区で最も
多い132社が立地しており、また、21校の大学がキャ
ンパスを構える全国でも有数の学園都市である八王
子市において、ＩＴに関する高度で最先端の知識と技
術を有した株式会社が大学を設置すること及び国家
試験の午前試験を免除にする講座の開設を可能に
することにより、ＩＴの先端技術に習熟した人材を育成
する。このことにより、情報産業を中心とした地域産
業のさらなる活性化を図るとともに、八王子市の課題
となっている「学園都市づくり」や「多摩ニュータウン
の再生」「若者の就学、就業の意識の喚起」を目指
す。

816
821(801-1)
1131
1132

・学校設置会社による学校設置
・校地、校舎の自己所有を要しな
い大学等設置
・講座修了者に対する初級シス
テムアドミニストレータ試験の一
部免除
・講座修了者に対する基本情報
技術者試験の一部免除

産業活性
化関連
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49 東京都 町田市
町田市福祉有償
運送セダン型車
両特区

町田市の全域

　町田市は住宅地が郊外部に立地するため、自動車
交通への依存度が高いが、狭隘路線が多くバス交
通の空白区域が多いこともあり、精神障害や認知症
高齢者等の移動制約者の外出需要に応える状況に
は至っていない。町田市では運営協議会を設置し、
ＮＰＯ等によるボランティア輸送を実施する予定であ
るが、使用車両をセダン型車両まで拡大することで、
さらなる移動制約者の外出を支援し、市の基本構想
にも掲げる「ともに生きるための支えをつくる」ことを
目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

50 東京都 小平市
小平市認知症高
齢者あんしん生
活特区

小平市の全域

　小平市では、要介護認定者の増加に伴い、在宅
サービスについては事業者数の確保など体制の整
備に努めてきたが、一方短期入所サービスについて
は多くの需要があるにもかかわらず、事業者の参入
が思うように進んでいない。そこで、本特例措置を活
用し認知症高齢者グループホームにおいて短期入
所サービスを利用できるようにすることで、高齢者の
臨時的なニーズやその家族のレスパイトなどの需要
に応え、在宅生活を継続していくための基盤整備の
充実を図る。

932 ・認知症高齢者グループホーム
におけるショートステイの受入れ

生活福祉
関連

51 東京都 日野市
日野市福祉有償
運送特区

日野市の全域

　日野市は東京都の南西部、都心から３０ｋｍに位置
し、日野台地、多摩丘陵を擁すことから、全体に起伏
に富んだ地形である。このような中、高齢者や障害
者などの移動制約者を対象に民間タクシー事業者等
により福祉車両による移送サービスが展開されてい
るが、ニーズを充たすだけの福祉車両が確保されて
おらず、また移動制約者の中にはセダン型車両で対
応可能な方も多く、その有用性は明らかである。そこ
で当市では本特例を活用しつつ、行政とＮＰＯ、一般
市民の協力体制のもと、セダン型車両を利用した移
動制約者に対する外出支援の仕組みを構築し、支え
合いによる地域の活性化と共生社会への移行を実
現する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

52 神奈川県 神奈川県
神奈川カーシェア
リング利用促進

特区
神奈川県の全域

　神奈川県では、「かながわ交通計画」の中で、既存
の交通施設を有効に活用し、車以外の交通手段へ
の変更などを促す交通需要マネジメントやバス・鉄道
等の連続性の向上などソフト施策の充実強化に取組
むこととしている。そこで、環境に配慮した車両を使
用したレンタカー型カーシェアリングを県内各地に普
及させることにより、公共交通の利用促進、自動車
交通渋滞の緩和及び環境負荷軽減を図る。

1217 ・無人の自動車貸し出し（レンタ
カー型カーシェアリング）

環境・新エ
ネルギー関
連

53 新潟県 新潟市
新潟市IT人材ス
テップアップ特区

新潟市の全域

　新潟市では、行政サービスの高度化や地域社会及
び経済活動の活性化のために、「地域の情報化」と
「行政の情報化」という2つの側面から取組みを進め
てきたほか、情報系ベンチャー企業の育成を目的と
したインキュベーション施設「にいがたｅ起業館」の運
営や、これらの企業の中心市街地への進出支援な
どにより企業集積を進めている。今後、こうした取組
みがさらに進展していく中で、本特例措置を活用し、
受験者の合格率の向上・合格者の拡大に係る数値
目標を掲げ、これを実践することにより、質と量を伴
う若年ＩＴ人材の輩出を図る。

1131
1132

・講座修了者に対する初級シス
テムアドミニストレータ試験の一
部免除
・講座修了者に対する基本情報
技術者試験の一部免除

ＩＴ関連

54 富山県
黒部市、宇
奈月町

黒部国際化教育
特区

黒部市及び富山県下
新川郡宇奈月町の全

域

　黒部市・宇奈月町は、経済、観光等の面から海外
との関わりが深く「国際交流盛んなまちづくり」を進め
ている。国内外との交流をさらに進めるためには、地
域の環境整備とともに国際理解、外国人とのコミュニ
ケーション能力を身につけた人材の育成が急がれ
る。そのため、規制の特例措置の適用を受け、現行
の教育課程の基準を変更し、この地域の次代を担う
小学校、中学校のカリキュラムの中に教科｢英会話」
を設定する。このことにより、英語によるコミュニケー
ション能力を育み、国際理解、国際交流の担い手を
育成することを目指す。

802 ・特区研究開発学校の設置（教
育課程の弾力化）

教育関連

55 長野県 松本市
選べる障害福祉
サービスまつもと

特区
松本市の全域

　松本市では、障害者が住みなれた地域で生き生き
と暮らすことができるまちづくりを進めているが、施設
入所者の地域移行の推進と、障害者の地域での自
立した生活を支えるサービスの整備が課題となって
いる。しかし、サービス提供の根幹をなす支援費制
度では、施設サービスと居宅サービスが明確に区分
され、その併用が限定されているため、障害者の
ニーズに十分に応えられていない。そこで本特例措
置により、施設入･通所者が居宅サービスを柔軟に
利用できるようにすることで、利用者の意思･ニーズ
に基づいた地域生活の実現と施設入所者の地域移
行の円滑な推進を図る。

925 ・障害者の施設訓練等の支援費
の日額算定

生活福祉
関連
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56 長野県 飯田市
飯田市福祉有償
運送特区

飯田市の全域

　本市では、電車やバスなどによる外出が困難な障
害者等に対して様々な移送サービスの支援を行って
きたが、民間バスの路線廃止による市民バスの運行
など、財政的な「公助」としての外出支援策は限界に
来ている。これからは可能なことは身近な地域で支
え合う「共助」の仕組み作りと、民間の活力を積極的
に活用する環境を整える必要がある。このため、地
域に根ざしたＮＰＯをはじめとする民間ボランティア
団体による移動困難者に対する外出支援事業を推
進することにより、健常者と同じように外出できる自
由を享受できるまちづくりを推進するとともに、地域
の支え合いの中でコミュニティの再生を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

57 長野県 伊那市

伊那市における
福祉有償運送使
用車両の拡大特

区

伊那市の全域

　急速に高齢化が進む伊那市では、単に長生きする
だけでなく、生き生きとした生活を送ることが可能な
街づくりを目指している。しかしながら、特に移動が
困難である要支援認定者等の移動制約者において
は、駅がバリアフリー化されていないことやバスの運
行回数が少ないこと等、現状の公共交通機関では利
用制限を受ける状況となっている。このような中、社
会福祉法人等による有償運送の使用車両を、セダン
型等の一般車両に拡大することにより、移動制約者
の社会参加を促進する。また、当市としては、本事業
を通じて地域住民の福祉行政への積極的な参加を
進め、元気のある伊那市づくりを目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

58 長野県

中野市、飯
山市、山ノ内
町、木島平
村、野沢温
泉村、栄村

北信地域福祉輸
送セダン特区

中野市及び飯山市並
びに長野県下高井郡
山ノ内町、木島平村、
野沢温泉村及び下水
内郡栄村の全域

　北信地域は、全国有数の豪雪地帯であり、鉄道・
バス等の公共交通機関が不足していることもあり、
特に冬期間の移動制約者の移動については、家族
などが運転する自家用車やタクシーに頼っている現
状であるが、移動制約者の移送ニーズに十分な対
応ができているとはいえない。このため、特例措置を
活用し、セダン型等一般車両による輸送を可能にす
ることで、既存の社会福祉法人やNPO法人等の活力
を引き出すとともに、移動制約者が健常者と同じよう
に移動できるような体制を維持し、北信地域全体に
おける福祉輸送サービスの活性化を目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

59 長野県 安曇野市
安曇野福祉輸送
セダン特区

安曇野市の全域

　当市は松本市から３０ｋｍ圏内にある近郊の住宅
都市として、平成17年10月1日に市制施行となり、人
口は９万８千人となった。このうち、要支援者等の移
動制約者は多数いるが、福祉車両の台数不足により
福祉有償輸送サービスが十分に行われていない。こ
のような中、特例措置を活用し､セダン車による輸送
を可能とすることで､既存の社会福祉法人やNPO法
人等の活力を引き出すとともに､移動制約者が健常
者と同じように移動できるような体制を維持し､全域
における福祉輸送サービスの活性化を目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

60 長野県 川上村
川上村福祉有償
運送特区

長野県南佐久郡川上
村の全域

　川上村は、長野県の東南端に位置し、東西に細長
く８つの集落から形成される村である。同村内の要介
護者、要支援者、障害者等の移動制約者に対して、
社会福祉協議会等が福祉有償運送サービスを実施
するに当り、福祉車両だけでなく一般的なセダン型
車両も利用できるようにすることにより、福祉有償運
送の円滑な実施を支援する。これによって、移動制
約者が安心して生活できる村作りを進めるとともに、
必要とする保健･福祉サービスが十分に利用できる
地域づくりを推進する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

61 長野県 南牧村
南牧村福祉有償
運送特区

長野県南佐久郡南牧
村の全域

　本村は長野県の東端に位置し、集落が点在してい
ることから、地域住民の移動において、公共交通機
関が住民の希望通りにカバーされている状況ではな
く、特に、同村内の要介護者、要支援者、障害者等
の移動制約者は、移動手段の確保が困難である。そ
こで、社会福祉協議会等が福祉有償運送サービスを
実施するに当り、福祉車両だけでなく一般的なセダ
ン型車両も利用できるようにすることにより、移動制
約者が安心して生活できるようにすると共に、地域に
おいて必要とする保健･福祉サービスを利用できる
地域づくりを推進する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

62 長野県 高森町
高森町福祉輸送
セダン特区

長野県下伊那郡高森
町の全域

　本町は、中央アルプスの麓に位置し、扇状地と天
竜川による河岸段丘からなる特有の地形が公共交
通網の発達を妨げる原因となっている。町では、介
護保険の要支援・要介護認定を受けている人や障害
者など外出が困難な移動制約者に対応する移送政
策の一つとして、福祉有償運送が有益なものと考え
ており、セダン型等の一般車両の使用を可能とする
ことで、移送サービスの充実を図るとともに、NPO法
人や社会福祉法人等の活動の活発化を促進するこ
とにより、地域福祉サービスの向上を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

9 / 16 ページ



番号
都道府県
名

申請主体名
（地方公共
団体名）

特区の名称 特区の区域の範囲 特区計画の概要
規制の特例
措置の番号

特定事業の内容 特区分野 備考

63 長野県 天龍村
天龍村福祉輸送
セダン特区

長野県下伊那郡天龍
村の全域

　当村の地勢状況は、明治から繰り返されてきた統
合により中山間地域に多くの集落が点在し、その多く
は高齢者世帯であり、村の高齢化率も４８％と極め
て高い状況である。これらの状況から近年移動制約
者が急増しており、当村では、この問題の解消は高
齢者福祉の重要課題の一つであると認識している。
そこでセダン型車両についても福祉有償輸送を可能
とすることで、過疎地域に住む移動制約者の移動手
段を確保し、生まれ育った自分の地域に安心して住
める環境を構築し、高齢化社会に対応した、交通シ
ステムの構築を目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

64 長野県 喬木村
喬木村福祉有償
運送セダン型車
両特区

長野県下伊那郡喬木
村の全域

　本村は、面積の多くを山林が占め、山間地に位置
する。現状の公共交通機関では、人口約７千人の移
動について、住民の希望を充分満たせておらず、特
に、移動制約者にとっては、このような山間地である
ことから、移動手段を確保することが大変困難な状
況である。このような状況下、本村においてはかねて
から移動制約者の移動手段の確保について、公共
交通機関の事業者等と交通システムの検討を行って
きた。今般、社会福祉法人等を実施主体とし、セダン
型等の一般車両を用いて有償運送を行うことにより、
移動制約者の社会参加を促進し、社会福祉の向上
を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

65 長野県 豊丘村
豊丘村福祉有償
運送セダン特区

長野県下伊那郡豊丘
村の全域

　本村では高齢化率が２８％を超え、要介護認定者
や身体障害者、知的障害者、精神障害者等移動制
約者も多く、必ずしも福祉車両を必要としないもの
の、単独で公共交通機関を利用することが困難な人
が増加している｡そこで、福祉有償運送において使用
できる車両をセダン型車両にも拡大し、福祉ボラン
ティア輸送サービスを活性化することにより、移動制
約者の行動範囲の拡大を図り、自立と社会参加を促
す。また、この福祉ボランティア輸送事業を活性化さ
せることで、移動制約者が安心して地域に住み続け
ることのできる環境整備を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

66 長野県 波田町
波田町障害児
（者）社会参加促

進特区

長野県東筑摩郡波田
町の全域

　波田町では、町民すべてが安心して豊かに暮らせ
る町づくりを推進している。しかし、在宅知的障害者
及び障害児の日中活動の場としての障害者施設が
当町には不足しており、身近な場所でデイサービス
が利用できない状態である。障害児（者）は町外の障
害者施設の利用を余儀なくされており、通所にあたり
利用者及び保護者に肉体的、精神的また、経済的に
負担が重くのしかかっている。そこで、町内の指定通
所介護施設において、知的障害児者及び障害児の
受け入れを可能にし、障害者が地域で生き生きとし
て暮らせる社会づくりを推進する。

906 ・指定介護事業所等における障
害児等のデイサービスの容認

生活福祉
関連

67 長野県 白馬村
白馬村どぶろく特

区
長野県北安曇郡白馬

村の全域

　本村には多数のスキー場が存在し、山岳スキーの
発祥地としてスキーと宿泊業を中心に発展してきた
が、長引く不況下で村内の宿泊施設は年々減少して
おり、この状況が長く続けば白馬村の基幹産業であ
る観光業の衰退は免れない状態となる。そこで、特
区を活用して観光地としての付加価値（濁酒の製造
と提供）を高めることにより、これまで取り込めなかっ
た観光客を誘客することで、観光客数と宿泊客数の
増加を図り、農業を営む宿泊施設経営者を中心に観
光関連業の活性化を促進し、ひいては白馬村全体
の地域の活性化へ繋げる。

707 ・農家民宿等における濁酒の製
造免許の要件緩和

農業関連

68 長野県 信州新町
信州新町福祉輸
送サービスセダン
型車両特区

長野県上水内郡信州
新町の全域

　当町は集落が山間部に点在しているため、町営バ
スを運行し住民の足の確保に努めているが、本数が
少なく、利便性が確保されているとは言い難い状況
である。また、高齢化率も約３９％と県平均を大きく
上回っており、停留所まで歩くのが困難な人も年々
増加している。このため、社会福祉法人が行う福祉
有償運送においてセダン型車両も使用可能とするこ
とにより、移動制約者が安心して利用できる移動手
段を安定的に確保するとともに、要介護度の進行防
止、移動制約者や家族の社会参加の促進および在
宅福祉の推進等を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

69 岐阜県 大垣市
大垣市ＩＴエキス
パート育成特区

大垣市の全域

   本市は、岐阜県と共同してソフトピアジャパンプロ
ジェクトを推進しており、高度なＩＴ人材の集積が急務
である。また、大垣市ＩＴ戦略計画に基づき、ＩＴ社会を
リードする人材の育成に取り組んでいる。このため、
地域経済の持続的発展と地域社会を担う優れた人
材の養成を目指す岐阜経済大学と連携して、本特例
の活用による試験合格を目指すきっかけづくりを行
い、ＩＴ人材の育成を図る。これらの取組みにより、企
業へ人材を供給し活力ある地域経済を実現するほ
か、ＩＴ活用促進による市民生活の向上を目指す。

1131
1132

・講座修了者に対する初級シス
テムアドミニストレータ試験の一
部免除
・講座修了者に対する基本情報
技術者試験の一部免除

ＩＴ関連

10 / 16 ページ



番号
都道府県
名

申請主体名
（地方公共
団体名）

特区の名称 特区の区域の範囲 特区計画の概要
規制の特例
措置の番号

特定事業の内容 特区分野 備考

70 岐阜県 多治見市
多治見福祉運送
セダン特区

多治見市の全域

　市街地とともに、昭和５０年代に名古屋市のベッド
タウンとして開発された住宅団地の一部がシルバー
タウン化し始めているが、移動を確保する路線バス
は主要道路に偏っており、地域によっては最寄りの
バス停まで遠く、周辺地域に居住する高齢者や障害
者等にとって不便な状況にある。このため、要介護
高齢者や身体障害者等の移動制約者の移動手段と
して、ボランティアによる有償運送においてセダン型
車両を使えるようにすることで、移動制約者の日常
生活における移動の利便性を向上させ、住み慣れた
地域で安心して過ごすことができる地域社会の実現
を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

71 岐阜県 多治見市
多治見障害児者
デイサービス特区

多治見市の全域

　多治見市では、障害者が年々増加傾向しているも
のの、障害児者に対する指定デイサービス事業所数
は少なく、障害児者やその家族のニーズに十分対応
できない状況である。そこで既存の指定通所介護事
業所を有効活用して高齢者と障害児者のデイサービ
スの相互利用を行うことにより、在宅介護サービスの
充実を図る。こうした取組により、従来の高齢者、障
害児・者といった対象者別に行ってきた福祉施策か
ら、障害の有無にかかわらずだれもが相互に人格と
個性を尊重し支え合う「共生社会」、障害児・者が障
壁を感じることなく権利に基づく生活を送れる社会を
目指す。

906 ・指定介護事業所等における障
害児等のデイサービスの容認

生活福祉
関連

72 静岡県 静岡県
静岡県福祉有償
運送セダン型車
両特区

静岡県の全域

　障害福祉制度の抜本的改正が予定され、移動制
約者の輸送ニーズの増大も予想される中、県内にお
ける公共交通は、移動制約者のニーズに必ずしも十
分に対応できる状況にない。このため、知的障害者
や発達障害者などの移動制約者の移動手段を確保
するための介護輸送について、福祉車両のほか、地
域の実情に応じて一般的なセダン型車両も利用でき
ることとし、移動制約者がＮＰＯ等の福祉輸送サービ
スも利用できる途を開き、タクシー等公共交通と福祉
有償運送の協働による障害者等の移動制約者の外
出機会の確保及びその社会参加を促進する。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

73 静岡県 伊東市
伊東市書道教育

特区
伊東市の全域

　文化事業や芸術の盛んな伊東市において、書道の
向上は、文化と地域発展のための重要な要素であ
り、教育に寄せる市民の期待には大きなものがあ
る。一方、児童の「表現力の向上」「心の教育の充
実」などは、伊東市の教育課題として取り上げられて
おり、それらを解決していくことが求められている。そ
こで、特例を活用し、小学校第１・２学年の教育課程
に「書道科」を位置付け、書道の基礎を身に付けさせ
るとともに、書道を通して日本の伝統文化への関心
を高めたり、美意識や自省心などを培ったりして、児
童の心の教育の充実・豊かな感性の涵養を図る。

802 ・特区研究開発学校の設置（教
育課程の弾力化）

教育関連

74 静岡県 吉田町 吉田町教育特区
静岡県榛原郡吉田町

の全域

　静岡県の中央に位置し温暖な吉田町は、地理的条
件に恵まれており、豊かな自然環境と調和した自立
したまちづくりを目指す地方都市である。一方、吉田
町においても不登校や中途退学などの教育的課題
が存在しており、町としても教育相談などの対策に取
り組んでいる。こうした中、さらに高校段階における
支援を行うために、株式会社立の広域通信制高等
学校を設立し、不登校や引きこもり、高校中退者など
の問題を抱えた青少年が学習を行う環境を整えて希
望と生きがいを与え、社会的復帰の支援を行う。これ
により、地域の課題を解決するとともに、町の新たな
魅力を内外に発信し、吉田町の地域の活性化に繋
げる。

816
820(801-2)

・学校設置会社による学校設置
・校地、校舎の自己所有を要しな
い小学校等設置

教育関連

75 愛知県 豊橋市
「国際共生都市・
豊橋」英語教育推

進特区
豊橋市の全域

　豊橋市では、現在小学校３年生から６年生まで全
市一斉に年間３時間の英会話を実施しているが、英
語運用能力の習得には至っていない。また、市内の
外国人居住者は、一万八千人（人口の約５％）を超
えており、「国際共生都市・豊橋」として、英語教育の
充実を基盤とした国際理解と共生意識の涵養が課
題となっている。そこで、市内の公立小学校全校で、
小学校３年生から教科「英会話」を教育課程に位置
づけるとともに、公立中学校全校で、英語の授業を
週４時間（現行より１時間増）にし、小中一貫した豊橋
市独自のカリキュラムによる「英会話のできる豊橋っ
子」の育成を目指す。

802 ・特区研究開発学校の設置（教
育課程の弾力化）

教育関連

76 愛知県 蒲郡市

「いつまでも住み
なれたまちで」が
まごおりグループ
ホーム短期利用

特区

蒲郡市の全域

　蒲郡市では、高齢化率が愛知県下３３市中３番目
に高い状況となっている。介護保険施行後、高齢者
介護の基本を在宅中心という考え方で進めてきた
が、近年のアンケート調査では、施設入所を申し込
んでいる高齢者の割合が高く、入所待機者、ショート
ステイ利用者も急増している。そこで、本特例を活用
し、認知症高齢者グループホームにおいて短期入所
サービスが利用できるようにし、在宅で生活する認
知症高齢者の臨時、緊急のニーズ等に対する受け
皿としての機能を持たせるものである。

932 ・認知症高齢者グループホーム
におけるショートステイの受入れ

生活福祉
関連
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77 愛知県 飛島村
小さくてもキラリと
光る飛島村教育

特区

愛知県海部郡飛島村
の全域

　全国的に少子高齢化が進む中、飛島村でも出生数
の減少や若者の転出に伴い児童生徒数も減少傾向
にある。このため、現在では小・中学校各学年の多く
が１学級の小規模校となっている。飛島村は、平成３
年から人材育成事業の一環として中学２年生を対象
とした海外派遣研修を実施しており、国際交流に対
する村民の関心が高い地域である。そこで特例を活
用し、小学校に英語科を新設することで、英語教育
の早期導入を図り実践的なコミュニケーション能力を
育成する。また、小中一貫教育を推進することで“魅
力ある村づくり”を進め、村の活性化を図る。

802 ・特区研究開発学校の設置（教
育課程の弾力化）

教育関連

78 三重県 三重県
三重県福祉有償
運送セダン型車
両特区

三重県の区域一部
（三重県の全域のうち
旧飯高町域を除く地

域）

　本県の要介護(支援）認定者は約6万9千人、身体
障害者手帳等所持者は8万8千人に上り、これら移動
制約者の数は年々増加してきている。また、これらの
移動制約者は今後も引き続き増加することが予想さ
れることから、移動制約者の移動手段の確保が急務
である。こうしたことから、福祉有償運送において使
用可能な車両の範囲を拡大し、セダン型等一般車両
の使用を可能にすることにより、既存公共交通機関
を補完するとともに、移動制約者の移動手段を確保
し、移動制約者の自立支援、社会参加の促進を図
る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

79 三重県 三重県
三重県ＩＴスペシャ
リスト育成特区

三重県の全域

　本県の今後の産業動向等を踏まえ、本特例措置を
活用して若者のＩＴ関連の資格を取得し易くすること
により、資格試験において、受験者数及び合格率を
増加させ、高度なＩＴ技術を持った即戦力となる人材
育成を進めていく。また、当該講座を開設する教育
機関等の指導力、生徒・学生の学習意欲を向上させ
るとともに、ＩＴ関連産業等の立地促進や雇用の創出
につなげる。さらに、各事業所におけるＩＴ技術を駆使
した経営改革等を推進し、ＩＴ利活用の増加による
サービスの高度化を図り、地域経済の活性化に多く
の成果をもたらす。

1131
1132

・講座修了者に対する初級シス
テムアドミニストレータ試験の一
部免除
・講座修了者に対する基本情報
技術者試験の一部免除

ＩＴ関連

80 京都府 宮津市
宮津市福祉有償
運送特区

宮津市の全域

　本市は、京都府の北西部・日本海に面し、日本三
景「天橋立」に象徴される、豊かな自然と優れた歴史
文化に恵まれた観光都市である。本市の課題の一
つとして、人口減少、少子高齢化が急速に進行する
中、障害者や要介護・要支援認定者等移動制約者
の移送手段の確保が挙げられる。この課題を解決す
べく、移動制約者を対象として、市社会福祉協議会
やＮＰＯ法人がセダン型の一般車両を用いて福祉有
償運送を実施することで、移動制約者の利便並びに
安全の確保を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

81 京都府 伊根町
交通弱者のため
の福祉有償運送
事業特区

京都府与謝郡伊根町
の全域

　伊根町の交通環境は、民間路線バスと町営バス運
行により交通空白地域は解消されてきたが、年々進
む高齢化に加え、障害者、肢体不自由者等も増加
し、交通弱者の移動は、現行の交通機関で対応しき
れている状況にはない。また、タクシー営業所も30ｋ
m圏内になく、生活や通院等に大きな支障をきたして
いる。このため、現行の交通手段で救済できない部
分をＮＰＯ等の法人がボランティアとして有償運送す
ることで、交通弱者の生活支援と社会参加の促進を
図り、ボランティア活動の活性化と共助社会の実現
を目指す。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

82 大阪府
大阪府、豊
中市

障害者の地域生
活支援特区

豊中市の全域

　大阪府策定の第3次障害者計画の基本理念である
「人が人間（ひと）として普通に暮らせる自立支援社
会づくり」の実現に向け、「障害者の地域における自
立生活の場の確保」を図るため、大阪府等の独自施
策に加え、特区制度によるグループホームの定員要
件緩和を活用し、住戸物件の確保が難しい都市部に
おいて、グループホームの設置促進を図り、障害者
の地域での自立的な生活の支援を図る。

931 ・知的障害者グループホームの
定員要件の緩和

生活福祉
関連

83 大阪府 枚方市
枚方市小中一貫
英語教育特区

枚方市の全域

　枚方市には留学生が多く学ぶ大学があり、これま
でも大学との連携を図りながら小中学校における英
語教育の充実に取り組んできた。このような経験を
活かし、小学校の第５学年と第６学年の教育課程に
「英語科」を新設、教材には中学校第１学年用の教
科書を活用し、中学校英語科教員や英語を母語とす
る講師等との連携のもと、小学校の教員による授業
を行う。中学校では、教育課程を編成する際、小学
校で身につけた英語力を基礎として、指導内容の一
層の充実をめざす。これらの取組みにより、聞くこと
や話すことなどの英語の音声によるコミュニケーショ
ン能力の育成を図り、豊かな国際性を身につけた人
材の育成と国際理解の推進を目指す。

802
819

・特区研究開発学校の設置（教
育課程の弾力化）
・特区研究開発学校における教
科書の早期給与

教育関連
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84 兵庫県 兵庫県
ひょうご狩猟免許
取得推進特区

兵庫県の全域

　兵庫県では、野生鳥獣の捕獲の担い手である狩猟
免許所持者が昭和40～50年代をピークに年々減少
しており、さらに高齢化も著しく進んでおり、将来の有
害鳥獣捕獲や野生鳥獣の個体数管理の担い手不足
が大きな課題となることが予想される。そこで、本特
例を適用し、網猟・わな猟にそれぞれ限定した狩猟
免許試験を実施することで、知識や技術の専門性が
高められると同時に、受験者の知識・技能に係る負
担を軽減し、狩猟免許所持者の増加を図る。それに
よって、各市町で組織する有害鳥獣の捕獲班の体制
強化による農林作物被害の防止を図り、安心して農
林業に従事できる地域社会を再構築する。

1307 ・網又はわなを指定しての狩猟
免許取得の可能化

環境・新エ
ネルギー関
連

85 兵庫県 養父市
養父市鳥獣被害
防止特区

養父市の全域

　養父市は、総面積の約８４％が山林に覆われてい
て、特に山間部では経営規模も零細な農家が多い。
近年はシカ、イノシシ、ヌートリアなどの鳥獣による被
害が増加し、この鳥獣被害が農作物への直接的な
被害だけでなく、農家に精神的な被害を与えることに
よって耕作意欲の低下を招き、耕作放棄地や農地の
荒廃化を加速的に進行させている。また、狩猟免許
保持者についても高齢化、減少化が進んでおり、狩
猟者の確保についても深刻な問題になりつつある。
そこで、本特例を適用することにより現在の有害鳥
獣駆除体制に農業者自らが加わることにより防除体
制の強化を図り、持続的な農業構造の確立、野生獣
との共存構造の確立につなげる。

1303 ・有害鳥獣捕獲における狩猟免
許を有しない従事者の容認

農業関連

86 和歌山県 広川町
広川　元気っこ・
のびのび給食特

区

和歌山県有田郡広川
町の全域

　広川町は少子高齢化が進む小規模の町であるが、
多様化する保育ニーズへの対応、保育サービスの
充実のために、特区を活用し、公立保育所の給食を
学校給食共同調理場から外部搬入することで、保育
所運営の合理化を図る。これにより、今後保育所・幼
稚園を中心とした、延長保育・一時保育などの様々
な子育てサービスの実施につなげていく。また、学校
給食共同調理場において町内の生徒・児童・幼児の
給食を集中的に調理・管理することは、給食内容の
充実と地域全体の「食育」の推進に効果的であり、保
健分野と連携し、幼児期からの栄養指導等を進め、
町内全体の児童福祉の向上を目指す。

920 ・公立保育所における給食の外
部搬入容認

生活福祉
関連

87 島根県 浜田市
ふるさと弥栄どぶ
ろく特区

浜田市の区域の一部
（旧弥栄村）

本区域（旧弥栄村）では、農村の地域資源を活かし
た農業振興と交流人口の拡大に積極的に取り組ん
でいる。しかし、過疎化・少子高齢化により地域の閉
塞感は増しており、更に市町村合併により周辺部と
なり寂れてしまうことが懸念される。そこで、特例措
置により、農家が自ら生産した米で濁酒を製造し、農
家民宿等で旅行者に供することにより、農村と都市
の交流を拡大を目指すと共に、農業所得の向上や新
規起業を促進するなど、他にない農村の魅力を地域
特性とすることにより、地域住民の生き甲斐づくりに
資する地域づくりを推進する。

707 ・農家民宿等における濁酒の製
造免許の要件緩和

都市農村
交流関連

88 島根県 斐川町
斐川町子育て支
援推進特区

島根県簸川郡斐川町
の全域

　斐川町においては、少子化等社会環境の変化の
中で、遊び相手や集団を求めて、低年齢から短時間
の集団保育を望む保護者の要望が年々多くなってき
ている。特に、私立幼稚園では、満３歳児の年度途
中の入園希望も多く、多様化する保育ニーズが伺え
る。このことに対応するため、満３歳に達する年度の
当初からの入園を可能とする特区を設け、年度当初
から同じ教育課程による幼児教育を行う。このことに
より、同世代との早くからの集団生活を通して、幼児
の社会性を涵養し、幼児教育の充実と子育て支援の
拡充を図る。

806 ・三歳未満児の幼稚園入園の容
認

教育関連

89 島根県 西ノ島町
誰もが安心して暮
らせる西ノ島町特

区

島根県隠岐郡西ノ島
町の全域

　支援費制度の施行に伴い、知的障害者及び障害
児デイサービスへのニーズが高まっているが、町内
には利用できる施設が存在しない。離島で過疎地と
いう地域環境であり、厳しい財政的状況の中、対象
者の少ない知的障害者及び障害児のデイサービス
施設を単独で設置することや、事業者の人員に関す
る基準を満たすことは困難であるが、特区を活用し
て既に整備されている介護保険の通所介護事業所
を利用可能とすることにより、家族の援助のもとで生
活していた知的障害者及び障害児の地域生活を支
え、誰もが安心して暮らせる地域の実現を図る。

906 ・指定介護事業所等における障
害児等のデイサービスの容認

生活福祉
関連

90 広島県 大竹市
おおたけ少人数
教育特区

大竹市の全域

　大竹市では、市域の活性化に寄与する人材を育成
するため、基礎基本の定着を目指しているが、児童
生徒の学力の向上が課題となっている。特に、小学
校低学年は、その後の学校での学習や生活の基盤
となるものが身に付く大切な時期であり、子どもたち
の情緒を安定させ、基本的な学習習慣や生活習慣を
身に付けさせることが求められる。そこで、市費負担
で教員を採用して、学級担任として配置し、小学校低
学年で３０人学級を編制することにより、教師がゆと
りを持って子ども一人一人にきめ細かな指導を行
い、秩序感覚の育成とともに基礎学力の定着を目指
す。

810
・市町村負担教職員任用の容認

教育関連
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91 山口県
山口県、美
祢市

美祢社会復帰促
進センターＰＦＩ特

区
美祢市の全域

　美祢市では、昭和４５年の炭鉱の閉山後、若年人
口の流出、少子高齢化による生産年齢人口の減少
等、過疎化が進展していることから、企業誘致等雇
用の場の確保や地域産業の活性化を推進している
が、長引く景気の停滞等により、地域活力の低下に
歯止めがかからない状況にある。また、婦人科医療
について、同地域には診療所がなく、整備が急務と
なっている。そこで、本特例を活用し、誘致した刑務
所の事務の民間委託等を可能にすることで、地域雇
用の創出、人口定住による地域経済の活性化、地域
医療の充実を図ることとする。

510
511・929

・特定行刑施設における収容事
務等の民間委託の可能化
・特定行刑施設内における病院
等の民間委託の可能化

まちづくり
関連

92 愛媛県 松山市
松山市IT人材育
成特区

松山市の全域

　本市は、正岡子規を始め多くの文人が育った豊か
な歴史と文化の香る城下町として発展してきた。しか
しながら近年、産業構造の高度化が進む中で、本市
においては、ＩＴ産業を中心とした新産業の創出や、
既存産業の活性化を促進することで雇用の創出・拡
大も目指しているところである。これまでの多彩な人
材を輩出してきた教育風土を受け継ぐとともに、整備
してきたＩＴ環境を最大限に生かし、本特例措置を活
用することによって、高度情報化社会を支える地域
のＩＴ人材育成を図り、更なる雇用の創出・拡大によ
る地域経済の活性化を目指す。

1131
1132

・講座修了者に対する初級シス
テムアドミニストレータ試験の一
部免除
・講座修了者に対する基本情報
技術者試験の一部免除

ＩＴ関連

93 愛媛県 松山市
小中連携による｢
国際・職業」教育

特区
松山市の全域

　これまで取り組んできた国際理解の活動や職業体
験などの成果をさらに発展させるため、特例を活用
し、小学校５・６年生を対象に、英語に慣れ親しませ、
英語によるコミュニケーション能力の育成と国際理解
教育の推進を目指す教科｢国際科｣を新設する。ま
た、中学校２年生を対象に、職業に関する知識や技
能、勤労観･職業観の育成などキャリア教育の推進
を図るため総合的な学習の時間の中で｢職業科｣を
実施する。これらの取組みにより、市民のコミュニ
ケーション能力や国際理解の充実を図り、国際文化
都市松山で活躍し、松山に貢献する人材を育成す
る。

802 ・特区研究開発学校の設置（教
育課程の弾力化）

教育関連

94 愛媛県 新居浜市
新居浜市認知症
高齢者安心お泊
まり特区

新居浜市の全域

　新居浜市では、認知症高齢者のうち約２千人が在
宅で暮らしていて、その大多数ができる限り現在の
住まいや地域に住み続けたいと願っており、地域ぐ
るみで認知症高齢者の生活を支援する体制が必要
となっている。そこで、認知症高齢者グループホーム
の新たな活用方法として、あらかじめ入所期間を定
めて、指定認知症対応型共同生活介護を利用できる
ようにし、在宅の認知症高齢者の臨時、緊急ニーズ
に対応するとともに、体験入所により入所後のリロ
ケーションダメージの緩和を図ることで、認知症高齢
者がいつまでも住み慣れた地域や家庭で安心して暮
らしていける環境づくりを目指す。

932 ・認知症高齢者グループホーム
におけるショートステイの受入れ

生活福祉
関連

95 愛媛県 西予市
せいよ地域デイ
サービス特区

西予市の全域

　西予市には指定通所介護施設が11カ所あるが、知
的障害者通所施設は２カ所、精神障害者通所施設
は２カ所しかなく、しかも中心部に集中している。その
ため、知的障害者及び障害児は遠方の施設に通う
か住み慣れた地域を離れて施設に入所するか若しく
はサービスを利用できない状況にあり、知的障害者
及び障害児や家族の大きな負担となっている。特区
を活用し、知的障害者及び障害児が指定通所介護
施設を利用できるようにすることで、知的障害者及び
障害児及び家族が身近な地域で、安心、安楽に生
活し、かつ様々な人々が交流する福祉のまちづくり
の実現を図る。

906 ・指定介護事業所等における障
害児等のデイサービスの容認

生活福祉
関連

96 福岡県 北九州市
北九州市福祉有
償運送セダン型
車両特区

北九州市の全域

　本市は、６５歳以上の高齢者人口２１５，０６８人、
高齢化率２１．７％（１６年度末現在）と他の政令市に
比較して高く、高齢化率が上昇するにつれ、移動制
約者（虚弱高齢者・障害者など）の人口も年々増加
する傾向にある。このような状況の中、移動制約者
に手軽な移送手段を確保するため、福祉車両のみな
らず、セダン型車両にまでその使用車両を拡大する
ことにより、送迎サービスの幅を広げ、移動制約者の
外出支援を推し進め、住み慣れた地域で安心して自
分らしい生活のできる環境整備を可能とし、本市の
保健福祉施策の充実を図る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

97 福岡県 赤池町
「教育と文化の町
赤池」特区

福岡県田川郡赤池町
の全域

　赤池町では、教育目標「基礎学力を身につけ自己
実現を図る赤池の子どもの育成」を掲げて教育実践
しているが、町の主要産業であった石炭産業の衰
退、依然厳しい生活環境、学習環境等の影響から、
学力不振・不登校、非行が増加している。そこで、町
費による常勤の教員を採用することにより、少人数
指導、少人数学級を導入し、一人ひとりに適したきめ
細やかな学習指導を進める。このことにより、基礎学
力の向上を図り、「確かな力と豊かな心をもち、自立
し、基礎学力を身につけ、自己実現を図る赤池の子
どもの育成」と、赤池町の目標「創る豊かさ、育む文
化、心ふれあう　やきものの里　赤池」を達成する。

810
・市町村負担教職員任用の容認

教育関連
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98 熊本県 熊本市
くまもと子ども輝
き特区

熊本市の全域

　熊本市では、子どもたちに学習習慣のみならず基
本的な生活習慣を身につけさせるため、一学級あた
りの規模を小さくして、一人ひとりに目の届くきめ細
かな教育を行うことが重要であると考えている。この
ため、常勤講師を市費で任用し、学級担任として配
置して、小学校３年生における３５人学級を実施す
る。このことにより、熊本市が掲げる「個を育む学校
教育」を推進し、教育都市としてより質の高い教育環
境の実現を図り、自らの手で未来を切り拓くことので
きる人材を育成し、日本一住みやすいまちづくりを進
める。

810
・市町村負担教職員任用の容認

教育関連

99 熊本県 宇城市
宇城市国際理解
教育特区

宇城市の全域

　合併して新たに誕生した宇城市は、これまでそれぞ
れの町で、英語学習などの先進的な取組みを実施し
てきた。これらの取組みを発展させるため、特例を活
用し、小学校1年生から中学校3年生までに「英会話
科」を新設する。また、小・中学校における総合的な
学習の時間の中での「伝統・食文化の時間」による
地域の伝統・文化の学習や、中学校の選択教科に
おける「中国語」の学習を行う。これらにより、小中学
校の9年間を見通した系統性・継続性のある国際理
解教育を行い、新しい宇城市民としての誇りを培うと
ともに、21世紀の国際社会に貢献できる児童生徒の
育成を図る。

802 ・特区研究開発学校の設置（教
育課程の弾力化）

教育関連

100 熊本県 植木町
植木町福祉輸送
セダン特区

熊本県鹿本郡植木町
の全域

　本町においては、高齢化率が22％を超える中、要
介護者や身体障害者、知的障害者等の移動制約者
も毎年増加している状況にある。現在ＮＰＯが行って
いる福祉車両による移送は、車の台数が限られてお
り、移動制約者全てのニーズに応えることが不可能
である。また、特に視覚障害や知的障害、内部障害
等を抱える人たちの移送は福祉車両でなく、セダン
型車両での対応が可能である。そこで、ＮＰＯによる
ボランティア輸送において、セダン型車両の利用を促
進することにより、より多くの移動制約者の社会参加
と地域交流の機会を創造し、共生の町創りを推進す
る。

1206(1216) ・ＮＰＯボランティア輸送によるセ
ダン車の使用

生活福祉
関連

101 神奈川県 横浜市
国際ＩＴビジネス交

流特区
横浜市の全域

　横浜市には、新横浜周辺の半導体関連および大
手セットメーカを中心にしたハードウェア、横浜駅周
辺のソリューション、関内・山下地区のコンテンツなど
のIT関連産業が集積している。また外資系企業や学
校なども多数集積しており、そうした集積を活かし、
国内外からのＩＴ企業誘致やその育成及び連携促進
を図り、国際的なＩＴビジネス拠点形成を目指す。そ
のため、外国人技術者の在留関連の規制緩和およ
びIT関連資格試験の規制緩和により、海外から企
業、技術者、起業家等が進出しやすい環境づくり、海
外とのビジネス交流がしやすい環境づくりを推進する
とともに、地域内における人材面でのポテンシャルを
上げていくこととする。

504
505
507
1131
1132

・外国人の入国、在留申請の優
先処理
・外国人の永住許可の弾力化
・外国人情報処理技術者の在留
期間延長
・講座修了者に対する初級シス
テムアドミニストレータ試験の一
部免除
・講座修了者に対する基本情報
技術者試験の一部免除

ＩＴ関連

特例措
置の追
加を伴う
変更

102 新潟県 小千谷市
おぢや農都共生

特区
小千谷市の全域

　地域活力の低下、特に農村部における高齢化、担
い手不足、農産物の市場開放による所得の減少等
による地域農業崩壊の危機に対処しつつ、農村と都
市とが共生し循環持続型地域社会を構築していくた
めに、耕作放棄地や遊休農地の増加に歯止めをか
けるため特定法人への貸付事業を活用し、さらに、
特定農業者による濁酒の製造事業に関する特区の
活用や、併せて新たな特産品開発や地域素材を活
かしたグリーンツーリズム産業や複合型アグリビジネ
スを展開することにより、交流人口を拡大して地域の
生活・文化・経済の活性化を促進する。

1001
707

・農家民宿等における濁酒の製
造免許の要件緩和

都市農村
交流関連

特例措
置の追
加を伴う
変更

103 大阪府 大阪市 国際交易特区

大阪市の区域のうち
此花区、港区、大正
区及び住之江区の全

域

　本市においては、昨年の失業率が全国第３位とな
るなど、産業・経済の活性化が求められており、当区
域においても、国際交易産業の集積に資する企業の
誘致や、企業の活動を支援する取組みが不可欠で
ある。そこで、近畿圏を中心とする西日本を背後圏と
する大阪港の優位性を活かし、国際競争力の強化
に資する物流及び新たなまちづくりとしての拠点形
成に向け、(1)アジア主要港と競争可能な港湾の実
現、(2)国際交易産業（ロジスティクス産業）の集積、
(3)大阪経済・産業の活性化、及び(4)研究機関や研
究開発型企業の集積を図るものである。

701
702
504
507
1208

・外国人の入国、在留申請の優
先処理
・外国人情報処理技術者の在留
期間延長
・特定埋立地の所有権移転制限
期間の短縮（１０年→５年）

国際物流
関連

特例措
置の追
加を伴う
変更

104 兵庫県 神戸市
人と自然との共生
ゾーン特区

神戸市の区域の一部

　神戸市では、「人と自然との共生ゾーン条例」に基
づき、ゾーン指定による計画的な土地利用のコント
ロールのほか、地域住民と市が協働で進める総合的
な地域施策を結びつけることによって、農業振興と農
村振興の新たな仕組みの構築を進めている。その一
方で、農業の担い手の確保や農作物価格の低迷、
鳥獣害等の農作物被害の多発など農業経営におい
ても多数の課題を抱えている。そこで、多発する有害
鳥獣による農作物被害防止として、本特例措置を積
極的に活用することで有害鳥獣の捕獲・駆除を強化
し、農業経営の安定を図るとともに、市民農園の拡
大や農家民宿等の滞在型施設の整備など農村資源
の活用も進めながら、活力ある農業の持続的発展を
目指す。

407
1001
1002
1006
1303

・有害鳥獣捕獲における狩猟免
許を有しない従事者の容認

農業関連

特例措
置の追
加を伴う
変更

15 / 16 ページ



番号
都道府県
名

申請主体名
（地方公共
団体名）

特区の名称 特区の区域の範囲 特区計画の概要
規制の特例
措置の番号

特定事業の内容 特区分野 備考

105 その他
茨城県、栃
木県

広域連携物流特
区

水戸市、結城市、笠
間市及びひたちなか
市並びに茨城県東茨
城郡茨城町、小川
町、美野里町及び大
洗町、西茨城郡友部
町及び岩間町、那珂
郡東海村、結城郡八
千代町、猿島郡境町
並びに宇都宮市、足
利市、栃木市、佐野
市、小山市及び真岡
市並びに栃木県河内
郡上三川町、芳賀郡
二宮町、下都賀郡壬
生町、石橋町、岩舟
町及び都賀町の全域
並びに日立市、古河
市、常陸太田市、常
陸大宮市、那珂市、
筑西市、桜川市の区
域の一部（旧日立市、
旧猿島郡総和町、旧
常陸太田市、旧久慈
郡金砂郷町、旧那珂
郡大宮町及び那珂
町、旧下館市、旧真
壁郡関城町、大和村
及び協和町、旧西茨
城郡岩瀬町）

　港湾区域と北関東自動車道沿線地域等において、
茨城・栃木・群馬の３県が共同で物流拠点の形成と
ネットワーク化を促進することにより、首都圏におけ
る新たな物流拠点の形成を図る。また、港湾地域を
中心として、重量物輸送効率化事業により、物流の
効率化と、コスト低減を図るとともに、物流関連等企
業の誘致を推進し、内陸部においては、保税蔵置場
の距離要件の緩和により物流拠点の効率化を図り、
国際競争力の高い物流拠点の形成を図る。

706

1204

1205(1214)

・重量物輸送効率化事業
国際物流
関連

特例措
置の追
加を伴う
変更
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